
貸　　 借　　 対　　 照　　 表

流　動　資　産 2,300,140 流　動　負　債 665,732

807,340 169,514

186,573 21,965

448,962 45,087

100,000 14,366

664,823 265,336

74,408 9,304

4,996 41,397

13,036 98,760

固　定　資　産 5,120,808 固　定　負　債 479,227

313,023

635,895 37,880

95,346

2,034,544 32,978

2,450,368

157,000 1,144,960

2,130,629

1,947

57,730 株　主　資　本 6,280,010

103,060 1,376,500

4,903,510

4,903,510

3,510,000

1,393,510

評価・換算差額等 △ 4,020

△ 4,020

6,275,989

7,420,949 7,420,949

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

車 両 修 繕 引 当 金

付 帯 事 業 固 定 資 産 そ の 他 の 固 定 負 債

純 資 産 計

長 期 前 払 費 用

投 資 有 価 証 券

負　 債　 計

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資

別 途 積 立 金

その他利益剰余金

負債 ・ 純資産合計

（純資産の部）

資 本 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

資　産　合　計

繰越利益剰余金

繰 延 税 金 資 産 賞 与 引 当 金

鉄 道 事 業 固 定 資 産 役員退職慰労引当金

退 職 給 付 引 当 金

未 収 金 未 払 法 人 税 等

有 価 証 券 預 り 連 絡 運 賃

未 払 費 用短 期 貸 付 金

貯 蔵 品 預 り 金

前 払 費 用 前 受 収 益

（単位：千円）

平成23年3月31日現在

（資産の部） （負債の部）

金　　額科　　　　目 科　　　　目金　　額

現 金 ・ 預 金 未 払 金

未 収 運 賃 未 払 消 費 税 等



1,439,404

1,511,022

71,618

2,091,892

1,869,100

222,791

151,173

35,142

21,099 56,242

207,415

3,414 3,414

204,001

58,583

△ 11,589 46,994

157,007

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

経 常 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 利 益

金　　　　　　　　　額

鉄 道 事 業

営 業 損 失

科　　　　　　目

（単位：千円）

法人税、住民税及び事業税

特 別 損 失

そ の 他 の 投 資 評 価 損

付 帯 事 業

損 益 計 算 書

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 収 益

営 業 費

営 業 収 益

営 業 費

自　平 成 22 年 4 月  1 日

至　平 成 23 年 3 月 31 日



個 別 注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

  （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    ①満期保有目的債券  償却原価法（定額法）によっております。 

    ②子会社株式  移動平均法による原価法によっております。 

    ③その他有価証券 

      時価のあるもの  

       期末決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

       （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ 

       り算出） 

      時価のないもの 

       移動平均法による原価法によっております。 

  （２）たな卸資産の評価基準及び評価方法  最終仕入原価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

     定率法によっております。ただし、鉄道事業固定資産の構築物のうち取替資産 

    については、取替法によっております。 

     また、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物（建物付属設備を除く）について 

    は、定額法によっております。 

  （２）無形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

  （１）賞与引当金 

     従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担 

    額を計上しております。 

  （２）退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法 

    による期末要支給額）に基づき、当事業年度末において発生していると認められ 

    る額を計上しております。 

 



 

  （３）役員退職慰労引当金 

     役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して 

    おります。 

  （４）車両修繕引当金 

     鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成 13 年国土交通省令第 151 号） 

    第 90 条に定める機関車全般検査の修繕費支出に備えるため、その修繕予定額を 

    見積り計上しております。 

 

４．工事負担金等の会計処理の方法 

   固定資産の取得のために国庫補助金、工事負担金等より受け入れた工事負担金等は、 

  工事完成時に当該工事負担金等相当額を、固定資産の取得原価から直接減額して計上 

  しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

   消費税の会計処理  税抜方式によっております。 

 

Ⅱ．重要な会計方針の変更 

  当事業年度より、企業会計基準第 18 号「資産除去債務に関する会計基準」及び企業 

会計基準適用指針「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用しております。 

  この変更に伴う影響額はありません。 

 

Ⅲ．貸借対照表に関する注記 

 

 １．有形固定資産の減価償却累計額 3,603,638 千円 

 ２．保証債務 270 千円 

 ３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務        

    短期金銭債権 465,254 千円 

短期金銭債務 48,525 千円 

 ４．固定資産の科目ごとの総額 

    有形固定資産 2,665,172 千円 

        土 地   935,201 千円   建 物 1,160,183 千円 

構築物   425,890 千円   車 両 97,206 千円 

その他 46,689 千円 

無形固定資産 5,268 千円 

 ５．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 

 385,907 千円 



 

Ⅳ．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金等の否認であり、評価性 

 引当金 367,427 千円を控除しております。 

 

Ⅴ．関連当事者との取引に関する注記 

 

１．親会社及び法人主要株主等                       （単位：千円） 

属 性 会社等の名称 
議 決 権 等 の

被 所 有 割 合 

関連当事者

と の 関 係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

その他の 

関係会社 
日本貨物鉄道㈱ 39.45% 

業 務 受 託 

 

人 件 費 の 

負  担  他 

貨物駅業務

の 受 託 他 

出向社員の

受 入 他 

2,200,925 

 

445,511 

 

未 収 金 

 

未 払 金 

 

433,793 

 

40,012 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

  ⑴ 貨物駅業務、出向社員の受入については、日本貨物鉄道株式会社より提示された条件 

を基礎として交渉のうえ、決定しております。 

  ⑵ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費 

   税等を含めております。 

２．兄弟会社等                                     （単位：千円） 

属 性 会社等の名称 
議 決 権 等 の

被 所 有 割 合 

関連当事者

と の 関 係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

その他の 

関係会社 

の子会社 

ジェイアール 

エ フ 商 事 ㈱ 
― 資金の貸付 

短期貸付金 

受 取 利 息 

200,000 

1,008 

短 期 

貸付金 

 

100,000 

 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

  ⑴ 貸付金利息に関しては、市場金利を勘案して決定しております。 

  ⑵ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

 

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記 

 

 １．1 株当たり純資産額 2,279 円 69 銭 

 ２．1 株当たり当期純利益 57 円 03 銭 
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